東京都障害者施策推進協議会第二回専門部会に向けての意見書
                               障害者と家族の生活と権利を守る都民連絡会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市橋　博
１．障害者自立支援法施行後の状況
　障害者自立支援法が施行されて３年目を迎えました。この間、障害者とその家族、施設・作業所を運営する事業者及び現場で働く職員・・・そのいずれにとっても重い負担、限られた報酬、といった状況が生み出されてきました。そのため、法案の審議中から私たちは障害者・障害者に関わる多く方々と連携をとりながら、その問題点を指摘しつつ、成立への反対を表明し、またさらに法案の成立、施行後にわたっても「応益負担の中止」を柱として運動をすすめてきました。障害者団体の協力・共同による運動は、過去に例がないほどに連携・拡大しました。２年間続けて満員になった野外音楽堂を中心とした日比谷公園周辺での大きな全国集会などの取り組みにより、自立支援法の問題点が広く国民の間にも広がりました。
　こうした状況の中で、厚生労働省（政府）からは２年続けて「改善策」が出されました。一昨年１２月には障害者の負担軽減や事業者に対しての激変緩和の「特別対策」が出され、１２００億円が投入されました。また、昨年秋の臨時国会では、民主党から「応益負担廃止法案」出されました。福田内閣成立時の「与党合意」にも「障害者自立支援法の抜本的見直し」が加えられ、さらに１２月７日には与党プロジェクトチームの「障害者自立支援法の抜本的見直し（報告書）」がまとめられました。これを受けて厚生労働省から昨年末に「緊急措置」が出され、①利用負担の見直し　②事業者の経営基盤の強化　③グループホーム等の整備促進などが盛り込まれました。こうした動きは私たち障害者団体と関係する団体などが継続して要求してきたものであり、幅広く進められてきた運動の成果です。
　私たちは障害者自立支援法が障害者、その家族に余りにも大きな負担をかけること、また、これまでに運動によって積み上げてきた多くの制度を根底から切り崩すものであることなどを広く国民に訴え、運動を進めてきました。私たちの運動と国民の声に押されて厚生労働省でも法律の「見直し・改善」を行なってきました。しかし、肝心の応益負担はそのままです。また、今後さらに施設の新法への移行や就労促進のあり方についても問題になってくるものと思われます。一方「地域生活支援事業」では、地域間格差がより一層拡大することも心配されています。自立支援法国会成立時に同時につけられた付帯決議の「所得保障」についても、「工賃倍増プラン」なるものを示すのみで、実質的な対策はとられず放置された状態といっても過言ではないでしょう。
　障害者自立支援法は、私たち障害者団体の多くの仲間の運動により一定の「見直し」が行なわれましたが、中心となる課題は残されたまま０９年度の改定を迎えます。そうした状況の中で東京都・各区市町村では「第２期障害者福祉計画」の策定に入ります。
　東京都においては、第１期障害福祉計画策定以降、基盤整備、地域生活移行・就労移行など推進協議会があげた重点課題が取り組まれ、一定の成果もあがっています。しかし、数量的にも達成が困難だったもの、また自立支援法により経営が困難になってきている施設や負担に苦しんでいる障害者の実態からは距離のあるものもあります。一方、東京都において０８年度は、障害者を対象とする社会福祉基礎調査を実施する年でもあります。
　障害者の生活の実態をリアルに見ながら、国・東京都・区市町村がそれぞれにその役割を充分に果たしていくことが、より一層求められていると思います。
　ここでは、前回の専門部会で出された資料についての意見及び東京都の施策への要望等を挙げさせていただきます。
　
１．障害福祉施策等について（資料４をもとに）
◎東京都はサービスの供給について国や区市町村任せにするのではなく、都として課題が　あると考えられる面については、より主体的に各自治体への支援をするべきである。
・各自治体のサービス見込み量が著しく低いものがあるが、東京都としてどのような誘導策・支援策を行なっていくか、計画的に実施していただきたい。
＝新規の事業（就労継続支援等）、相談事業、行動援護等について、その支援を。
・地域生活支援事業の実施について、各区市町村でその状況に大変な差があります。都が積極的に支援しながら、その充実を図るべきと思われます。都が一定の基準を設定していくことなども検討していただきたい。
・移動支援については各自治体が異なる制度・単価等で運営している。（事業者の事務作業が膨大になっていて採算の問題もある。）都が統一的な基準をつくり、各区市町村には地域生活支援事業都補助金分以外にも、費用の一部を補助する等の支援を考えてほしい。
○東京都として、各区市町村間のサービス水準格差を是正することについて、積極的に取り組んでいただきたい。
○東京都の福祉の水準を維持・拡充する方向で計画を策定しほしい。特に東京都の単独事業や包括補助事業などについても、具体的な数値目標を設定すべきである。
２．作業所・施設等について
・小規模作業所については、現在の包括補助事業による東京都の支援を今後も継続することについて明確にしてほしい。また新体系への移行を図る施設についても支援策を継続していくべき。また家賃助成についても、より一層の充実を図ってもらいたい。

・新体系での基盤整備が困難な小規模作業所や、障害児の放課後活動グループについて、包括補助事業の一般事業の中に新規事業を認め、既存の事業と同水準の補助を行い、サービス確保に努めていただきたい。

・報酬単価が低額なため福祉に従事する職員の人手不足が深刻な問題になっている。安心して働き続けられる賃金が得られるよう、その改善を国に対して強く要望し、働きかけてもらいたい。サービス推進費の継続をぜひしていただきたい。
３．その他として
・応益負担（定率負担）は一定の低所得者対策が図られてきているが、根本的な解決には至らず、大きな課題として残されている。その廃止を国に求めることをお願いしたい。また同時に都として３％軽減を継続するとともに、区市町村独自の軽減策についての支援を行なってもらいたい。
・各区市町村が示した目標を達成するための具体的な方策を、第２期障害福祉計画にしっかりと盛り込むように都として指導を行なってもらいたい。
資料９
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